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 2011 年東北地方太平洋沖地震の発生後、地震研究所などの研究グループにより、海底地震計を用い

た余震観測が東北日本沖で実施されている。海底地震観測データを用いた解析結果から地震発生後、

宮城沖のプレート境界付近では地震活動が少なくなったこと、陸側プレートの地殻内で正断層型地震

が増えたことなどが明らかになっており、東北地震により応力場が変化したことが報告されている(例

えば Shinohara et al., 2011、2012)。この余震観測に続き、地震研究所では、文部科学省委託研究「東

北地方太平洋沖で発生する地震・津波の調査」により長期型海底地震計を福島・茨城・房総半島沖の

海域に 40台規模で設置し、地震観測を継続している。委託研究は地震活動の時空間分布に焦点を当て

ており、走時データを用いた地震活動解析が主たる研究対象である。2012 年に回収された地震データ

の暫定的な解析結果によると、地震発生領域が本震直後の余震観測時と変化していることが明らかに

なっている。 

 一方、委託研究により取得されているデータは、震源域ならびにその周辺域において地震後、長期

にわたり広範囲でデータを取得していることから、地震活動以外のさまざまな解析が可能であると考

えられる。そこで、本研究では、初動極性を用いた震源メカニズムなどの解析により、地震発生域お

よびその周辺の地震活動および応力状態の時空間変化の把握を行う。自然地震データから応力状態を

推定するには精度の良い震源位置が必要である。そこで本年度は研究領域で行われた速度構造探査デ

ータから速度構造を求め、得られた速度構造を使用した震源決定解析を行い精度のよい震源位置求め

た。また、得られた震源位置情報を使用し震源メカニズムを明らかにした。 

 



６．研究成果の概要（図を含めて１頁で記入してください。） 

キーワード（3~5 程度）： 東北地方太平洋沖地震、震源決定、海底地震観測 

 

 2011 年東北地方太平洋沖地震の発生後、東北日本では活発な地震活動が見られている。詳細な余震

活動を把握することは本震破壊メカニズムの解明や本震後の応力状態を把握するために重要である。そ

こで、東北日本沖の日本海溝周辺では海底地震計を用いた観測が本震発生直後から行われている(例え

ば Shinohara et al., 2011、2012)。精度の良い震源分布を求めるためには正確な速度構造モデルを用

いて走時計算を行う必要があるが、東北地方太平洋沖地震の余震発生域は広範囲に広がっており余震発

生域内で速度構造が変化していると考えられる。そこため本研究では本震時破壊域の南部である茨城・

房総沖の領域に注目して解析を行った(図 1)。 

 解析では初めに福島県相馬沖で海洋研究開発機構が実施した地震波速度構造探査の解析を行った(図

2)。探査で得られた反射法地震探査データは海洋研究開発機構において解析を行い、測線下の浅部構造

を求めた。得られた浅部構造をもとに初期構造モデルを作成し、海底地震計データを用いて波線追跡法

により速度構造モデルを求めた。その後、得られた速度構造モデルと過去に周辺海域で行われた速度構

造探査の結果をもとに震源決定で使用する 1次元速度構造モデルを作成した。震源再決定は気象庁一元

化リストより海底地震観測網周辺で発生した 1606 個を対象として行った。海底地震計データから WIN

システム(卜部・束田,1992)を用いて P 波、S 波到着走時の読み取りを行い、HYPOMH(Hirata and 

Matsu’ura, 1987)を用いて震源を決定した。海域の地震観測では観測点直下の堆積層が走時に大きな

影響を与える。そこで、観測点ごとに O-C 値が P波については 50ms、S 波については 100ms 以下になる

ように観測点補正値を適用し解析を行った。解析の結果、水平方向で 5km 以下、深さ方向で 3km 以下の

誤差で 458 個の再決定震源を得ることが出来た(図 1)。 

 得られた再決定震源を見ると、茨城沖では東北地震前には見られなかったプレート境界付近での地震

活動が見られるようになった。また、房総半島沖のフィリピン海プレート周辺での地震活動に時間変化

が見られることがわかった。また、震源メカニズムを求めた結果、陸側プレート内では正断層型の地震

が多く見られることがわかった。 

 速度構造探査の解析結果については 2014 年 11 月の地震学会秋季大会にて、震源再決定・震源メカニ

ズムの結果については 2014 年 8 月の Asia Oceania Geosciences Society 11th Annual Meeting にて発

表を行った。 

 

 

図 1(右) 本研究で得られた震源分布 

丸は震源、三角は海底地震計、線は構造探査測線を 

それぞれ示す。 

 

図 2(上) 構造探査実験で得られた反射断面 
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１．はじめに 
 日本海溝に沿って発生するプレート境界地震は一様には分布していない。な

かでも相馬沖では塩屋崎地震（1938 年）以降 M7 クラス以上の地震が発生して

いない。またそれ以下の微小地震の発生数についても当該地域の南北に比べて

少なくなっている。このことよりこれまで当該地域について大規模な地震探査

が行われず、地震波速度構造の空白域であった。一方、2011 年東北地方太平洋

沖地震（2011 年 Mw9.0）の際、この地域では大きな破壊があったと考えら

れている。即ち、この領域での地震波速度構造を知ることは日本海溝における

海溝型地震の発生機構を知る上で重要である。そこで 2012 年 12 月～1 月にか

けて福島県相馬沖にて海底地震計、マルチチャンネルストリーマー、エアガン

を用いた人工震源による反射法地震探査及び屈折法地震探査を行った。 
 
２．データ・解析 
 人工震源による地震波速度構造調査は海底地震計３１台を海溝に垂直な方向

に配置し、３０サイト（陸側から２５か所目は２台配置）で観測した（図１）。

また海上では観測船からマルチチャンネルストリーマー（444ch）を曳航し、

エアガンを用いて測線長約１８２km にわたり観測を行った。回収された海底

地震計およびマルチチャンネルストリーマーから得られるデータについて処理

を行った。海底地震計からのデータから時間距離断面図を作成し、P 波初動を

読み取った値をもとにインバージョン計算を行い、速度構造モデルを作成した。

またマルチチャンネルストリーマーから浅部堆積層の速度構造を決定し、それ

を反映した初期モデルから再度インバージョン計算を実施した。 
 
３．結果 
 測線東端から 150km の付近では高速度領域が海底面に迫っていおり、不均

質度合いが大きいことが分かる。このことは近傍での同様の先行研究(Ito et al 
2005 , Miura et al 2002)でも見られる。今後、後続波の走時を用いてより深部

の構造を明らかにする予定である。 

図 1：福島県相馬沖における人工震源の発振測線 

● 海底地震計設置地点 
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